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はじめに 
 
富⼭で起こった悲劇であるイタイイタイ病は現代も決して終わってはいない。地元
富⼭でも、イタイイタイ病について多くの⼈が終わった公害病の⼀つ、と捉えられて
いるのが実態である。しかし、現在も苦しむ被害者は存在していること、被害者認定
の厳格な基準の存在がカドミウム被害に苦しむ⼈をさらに苦しめている事実があるこ
と、40 年以上経った現在も⼟壌復元事業は継続されていることなど、本来はまさに今
起こっている問題なのである。こうした理解を深めるにつれさらに、さまざまな要因
により⾏政が主体的に関与することが⼤幅に遅れたことから、中学校・⾼校の教科書
にも必ず取り上げられる公害病であるにも関わらず、富⼭県内に公設の資料館が存在
しないという驚くべき事実にも直⾯する。こうした⾏政の⼀定の距離を置いた姿勢、
資料館の⽋如は⽔俣病等の他の公害病に⽐べると、⾏政の主体的関与がほとんどない
こと1により起因する。被害の実態についての告知、再発防⽌のための啓蒙・普及など
の機能を本来備えるべきであり、また貴重な裁判関係の資料を保存すべき機能を備え
る資料館は、現在まで存在しない。イタイイタイ病の原告・被害者が⾃分たちの得た
損害賠償から⼯⾯して設⽴した運動拠点であり私設の資料館である「清流会館」2が存
在するのみである。 
こうした現状を踏まえ、イタイイタイ病について歴史、判例を理解しなおすことか
ら着⼿し、イタイイタイ病とは⼀体何であったのか、そこから得るべき教訓は何かを
捉えたいと思う。イタイイタイ病の事象を開発法学の視点で捉え、研究⼿法としては、
歴史研究、判例研究、関係者への聞き取りを主とするフィールド調査を⽤いて考察す
ることを試みる。イタイイタイ病は企業誘致や⼯業発展が優先されたがために、その
被害が拡⼤させられた公害病である。 
このような状況において、それらの他の国々が同じような経路を辿らなくてもよい
                                                     
1 行政の関与がないのは、イタイイタイ病訴訟が三井金属鉱業を被告とした民事訴訟
であったこと、国賠、行政訴訟がなかった（行政が被告とならなかった）ことに起因
する。 
2 イタイイタイ病被害者がもっとも集中した富山市婦中町萩島にある。 
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ように、また⼆度と悲惨な被害を出さないために過去にイタイイタイ病の教訓を持つ
⽇富⼭から情報の発信は重要であろう。 
 
 
I. イタイイタイ病裁判の特徴 
 
1. 裁判の概要 
 イタイイタイ病裁判の概要は、以下のとおりである。 
 
(1) 第⼀審 富⼭地⽅昭和 43 年（ワ）41 号昭和 46 年 6 ⽉ 30 ⽇〉 
 
 
 
 
 原告：⼩松みよ ほか 30 名 
 被告：三井⾦属鉱業株式会社3 
 1-７次訴訟 ⼆次以降 21 億 5115 万余 
 
(2) 控訴審 名古屋⾼等裁判所⾦沢⽀部 昭和 46 年（ネ）第 103 号〉結審・完全勝訴
判決 
原告らの請求拡張をいれ、⽣存患者に各 800 万円、死者に各 1000 万円を認めた。 
  
 
 
  
 
控訴⼈ ：被告 
 被控訴⼈：原告 
 
 
2.適⽤条⽂ 
  
                                                     
3 鉱業権目録（下級裁判所民事裁判例集第 22 巻第 5・6 号別冊 237 ページ。）によると、
明治以来当該採掘権は、譲渡され、複数人を経て、昭和 25 年に被告会社に取得登録さ
れている。 
生存患者各 400 万円、死者各 500 万円の慰謝料を請求 
カドミウムの摂取とイ病の因果関係が明らかではない 
原告 被告 
因果関係が認められない
慰謝料請求額を全員一律に倍額に増額
控訴人 被控訴人
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イタイイタイ病以前、歴史上に公害という⾔葉はなかった。今でいうところの公害訴
訟はイタイイタイ病に確⽴されたといってもよいだろう。なお、上記で述べたように、
不法⾏為訴訟は被害者が法律要件の⽴証を担うため、豊かな財源を持つ⼤企業に太⼑
打ち出来ない、⽴証に時間がかかる等の困難が常であった。しかし、イタイイタイ病
訴訟の被告である三井⾦属鉱業株式会社は鉱業を⾏っていたため、特別法である鉱業
法（以下）の適⽤が可能であった。 
 
鉱業法§109① 鉱物の採掘のための⼟地の掘さく、抗⽔若しくは廃⽔の放流、捨⽯若
しくは鉱さい4のたい積⼜は鉱煙の排出によって、他⼈に損害を与えたときは、損害の
発⽣の時における当該鉱区の鉱業権者が、その損害を賠償する責に任ずる。 
 
鉱業法§109 条③ 損害の発⽣の後に鉱業権の譲渡があったときは、損害の発⽣の時の
鉱業権者およびその後の鉱業権者が、連帯して損害を賠償する義務を負う。  
 
⺠法 709 条では、被告の故意または過失を⽴証することが必要であるが、鉱業法 109
条においては無過失責任を規定しているため因果関係が存するか否かが争点となるの
である。 
 
3.因果関係の⽴証 
 
因果関係の存在の⽴証について、具体的には病気の特性と原因物質であるカドミウ
ムとの間の関連性の有無、また、その原因物質が被害者に到達する経路を明らかにし
なければならない、ということである。 
 
 (1)疫学的特徴からみた発⽣原因について 
 イ病発⽣原因を議論することにおいて、地域的限局性を看過することはできない。
そこで発⽣地域の環境の特性と、同地域の住⺠の特異性が検討された。被害地域の⽔
源、農作物への汚染、栄養摂取や気候等多岐にわたる調査が実施された結果、イ病の
原因はカドミウムであり、地域限局性はカドミウムにより説明できるという主張は否
                                                     
4選鉱とは採掘した鉱石から不要な鉱物を取り除くことを指し、鉱さい（廃さい）とは
その過程で生じた不要な鉱物のカスで、有毒物質を含む。 
当初の鉱毒流出を防止するための設備は沈殿池のみであり、この池は選鉱場から排
出される鉱さいを沈殿させる目的で造られたものだが、防止手段はあくまで「沈殿」
させることだけであり、沈殿させることができなかった鉱さいはそのまま川へと流出
させられた。 
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定できなかった5のである。 
(2)本病の病理学的特徴からみた発⽣原因について 
 臨床および病理所⾒から⾔えることは、①本病が直接死因になることは少なく、極
度の運動不⾜から⾷欲が失われ、全⾝的な衰弱が進⾏し栄養失調状態となって簡単な
余病の併発で死亡した者が多いこと、②広範な腎尿細管障害を中⼼とする病態は従来
いわゆるファンコニー症候群とよばれているものであること、③糖尿のほか蛋⽩尿が
みられること、尿中のリンとカルシウムの⽐（P/Ca）が低下することが本病において
顕著にみられるものである6、ということである。 
また、本病の⾻変化は病理学的に⾻軟化症および⾻多孔症7であり、なかでも⾻軟化
症が病変の主体をなすものである。このことから本病の本態はファンコニー症候群8と
いわれる広範な腎尿細管障害で、これが⾻軟化症まで発展したものと⾔うことができ
る9。 
次に、臨床および病理的所⾒からみた本病の発⽣原因についてから⾔えることは、
次のとおりである。①本病発⽣地域は近隣地域に⽐べて、カドミウム、鉛、亜鉛等の
重⾦属類によって汚染されていることは既にみてきたとおりであること、②亜鉛は⼈
体に必要な⾦属であり、毒性も極めて弱く、慢性中毒について観察された例はないか
ら、亜鉛を本病の原因とはみなし難いこと、③本病発⽣地域住⺠の検診から鉛中毒特
有の症状は発⾒されなかったことが本病患者にみられる腎尿細管の機能障害の原因は
カドミウムであるものとみるほかないことになる10。 
以上の(1)(2)より被告会社が廃⽔等を放流した⾏為と本件被害発⽣との間には相当
因果関係が存するので、被告に責任あり、とされる。 
 被告には鉱業法 109 条の無過失責任が適⽤され、①鉱業権を有し、これに基づき神
岡鉱業所で亜鉛鉱等の採掘に併せてその選鉱、製錬を⾏っていたことによるものであ
ることは当事者間に争いはない。②神岡鉱業所でなした原因事実の結果、本病を発⽣
させて他⼈に損害を与えたものである。③鉱業法 109 条 1 項により本件発⽣時の鉱業
権者として損害を賠償する責任があるのみならず、鉱業権を従前の鉱業権者から取得
した経路および原因をもって譲り受けたことは当事者間に争いがないので、被告は譲
受けの⽇以前に発⽣した損害についても、109 条 3 項11の規定により、従前の鉱業権
者と連帯して、賠償する義務を負う。以上が被告の責任である。 
                                                     
5下級裁判所民事裁判例集第 22 巻第 5・6 号別冊 146~149 ページ。 
6 下級裁判所民事裁判例集第 22 巻第 5・6 号別冊 149～159 ページ。 
7骨粗鬆症と同意である。 
8 近位尿細管の異常により、アミノ酸、糖、リン酸、尿酸、ナトリウム、カリウム、
重炭酸イオン、タンパクなど、尿細管での広汎な輸送障害をきたす症候群のこと。 
9 下級裁判所民事裁判例集第 22 巻第 5・6 号別冊 161～162 ページ。 
10 下級裁判所民事裁判例集第 22 巻第 5・6 号別冊 162～164 ページ。 
11損害の発生の後に鉱業権の譲渡があったときは、損害の発生の時の鉱業権者および
その後の鉱業権者が、連帯して連帯して損害を賠償する義務を負う。 
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4.イタイイタイ病判決の意義 
 
四⼤公害訴訟の最初の判決であり、原告側に因果関係の⽴証を緩和する第⼀の⽅向
を明確にした重要な判例である。その具体的な⽅法として、疫学的因果関係の考え⽅
を法の分野に取り込んだ意義は被害者救済、裁判の迅速化の観点などから⾒て⼤変に
⼤きなものであった、といえる。 
なお、イタイイタイ病訴訟判決の直後に出されている「四⽇市⼤気汚染事件」（津地
四⽇市⽀判昭和 47 年 7 ⽉ 24 ⽇）も、被害者側が迅速に勝利を収めた訴訟である。同
判決の直前に出されたイタイイタイ病訴訟における疫学的因果関係の採⽤なくしては、
「四⽇市⼤気汚染事件」の迅速な勝訴はなかったであろう。 
「四⽇市⼤気汚染事件」では、疫病と煤煙排出との因果関係はあるのか（喘息の原
因は煤煙か）について、疫病発⽣の医学的機序、煤煙排出量、濃度、⾵の向き、当該
地区は他の地区に⽐べ特に患者が多いことなどの要因をもとに、集団現象全体の因果
関係を統計的に推定する、ということを採⽤したのである。 
以上より、疫学的因果関係の採⽤は、イタイイタイ病の第⼀審判決（富⼭地昭和 46
年 6 ⽉ 30 ⽇）で初めて明⽰的に採⽤されて以降、公害・薬害等で⽤いられることが
わかる。⽇本の公害訴訟史上、イタイイタイ病訴訟が残した功績がいかに重⼤なもの
だったかが理解されよう。 
 
II. 判決に基づいてなされたこと 
 イタイイタイ病判決に基づいて、 
1. 医療等補償  
2. ⼟壌復元（2011 年 3 ⽉完成予定） 
3. 公害防⽌協定―年⼀回の実質的な⽴ち⼊り調査の継続 
4. ⾃主的な⼟壌復元地区の存在 
が⾏われている。 
 
III. イ病のいま 
  イタイイタイ病に⼀度かかると、痛みを和らげる対処療法しかなく、根治療法は
ない。これは医学の発達した現在も変わらない。したがって、今も苦しむ患者さんは
存在し続ける、ということである。 
また、イタイイタイ病が現在もおわっていないことを知るほかの⼿がかりとして、
患者認定数をあげる。1967 年 2010 年の間に 195 名が認定を受けており、うち 2010
年現在では 5 名がご存命であり、現在も苦しんでいる⽅がいらっしゃるという事実は
変わらない。また、2003 年にイ病認定を受け、どの病院でも原因不明としたらいまわ
しにされた末に萩野病院に連れられてきたある患者さん（86 歳）は、⻑らくカドミウ
ムに健康を蝕まれながら、イタイイタイ病が判明することに伴う家族に対する差別を
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恐れて耐えていたという12。これはイタイイタイ病に苦しむ患者さんの存在、そして
業病などといわれ差別・偏⾒の対象となっていたという事実は昔話ではなく、21 世紀
になった今も変わらないということを思い知らされる逸話である。 
他の公害訴訟においては、例えば⽔俣病では、公⽴の資料館が複数存在する。被害
状況、訴訟などの違いはあるが、地域で起こった悲劇を⾵化させず知識・資料を伝承
しようという試みが国・地⽅⾏政・地域サービスで⼀体となって⾏われているといえ、
イタイイタイ病とは歴然とした差がある。 
  最後に、神岡鉱⼭跡地にあるカドミウムは堆積され、川に流れないように措置が
してあるのみであり、その存在がなくなるということはない。⼤地震、⼟砂崩れなど
の⾃然災害が起これば簡単に再び川に流れ込み神通川へと押し寄せるであろう。被害
者の⽅、有識者の調査団が継続的にウオッチしているからこそ現在のクリーンな河川
が保たれている。このことを、地域住⺠、富⼭県⺠は常に忘れずにいなければならな
い。 
 
おわりに 
 上記に述べたような、現在のイタイイタイ病のおかれた状態を知ることを通じ、地
域が学ぶこととして以下のことがあげられよう。 
  以上より、地元富⼭でも終わったものとして忘れ去られようとしているイタイイ
タイ病は決して終わった過去の事象ではない。 
  他の公害病の地域では、公設資料館の存在とともに⾃主的活動を通じて負の経験
を伝承しようとしていたり、NPO 等による被害者の⽅のための多様な活動が展開さ
れていることと⽐べ、富⼭のイタイイタイ病患者のおかれた状況は⼤変に静かである。
基本的には、基礎的なイタイイタイ病の情報が地元においても⼗分に認知されていな
いことが原因だと思われる。 
  なお、イタイイタイ病の現状に対する認知度が低いことの要因として、地元の中・
⾼で使⽤されている教科書においても、イタイイタイ病の記述が誤っているものが散
⾒されること、授業等でも現在も継続している問題であるという解説がほとんどない
ことがあろう。 
  また、患者認定数が伸びない要因として患者認定の厳しい認定基準があろう。厚
⽣省の基準に則った認定はされているが、審査委員メンバーに最もイタイイタイ病に
造詣が深い萩野病院の医師が⼊っていないということ等には疑問を感じざるを得ない。 
  法学の演習では判例解釈、条⽂解釈に偏りがちであるが、起こった事件について
多⾯的に理解することなしに本質的な問題解決を考えることはできない。このことは
イタイイタイ病の判例、歴史、フィールド調査研究を通じて学⽣たちが⾝にしみて理
解したことであろうと期待する。 
                                                     
12萩野病院、青島恵子院長からの聞き取りによる（010年 12月 16日）。 
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